(一社)日本労働安全衛生コンサルタント会埼玉支部


埼　玉　支　部　業 務 分 掌 規 程 

1.　総則

1.1　目的

　この規程は、(一社)日本労働安全衛生コンサルタント会埼玉支部(以下「支部」という。) を運営するために必要な業務の内容を分類し、部署及び担当者を定めることにより、業務の円滑な推進を図ることを目的とする。

1.2　適用の基準

　支部の業務分掌については、(一社)日本労働安全衛生コンサルタント会(以下「本会」という。) の定款及び諸規程並びに支部規約、支部事業部会規程及び総会の議決に定めるもののほか、この規程に定めるところによる。

1.3　規程の遵守

　支部会員は、この規程を遵守し与えられた業務を忠実に果たさなければならない。　

　

2.　支部運営体制

　支部の運営体制は、下図のとおりとする。

















3.　幹事会
(1)　特別安全衛生診断事業委員会

　　　「特別安全衛生診断事業委員会」は、「労働災害防止特別安全衛生診断事業」に係わる診断報告書の品質向上のために設けられ、その委員は7名以内でもって構成する。

委員長には支部長が、委員には副支部長、事業部会業務部長及び支部長が委嘱した者が、就くものとする。

委員会の運営方法は委員会での協議により決定した申し合わせ事項によって行う。

委員の任期は2年とし、再委嘱を妨げないものとする。

(2) 安全衛生相談センター運営委員会

安全衛生相談センターに係る業務については、「業務紹介等に関する細則」に則り処理されるものであるが、依頼を受けた業務の役割分担等において問題が発生した場合、又は会員からクレームが生じた場合等の調整機関として安全衛生相談センター運営委員会を設置する。

委員は支部長、事業部会長、業務部長の3名をもって構成する。委員の任期は2年とし、再委嘱を妨げないものとする。

(3) 自律的化学物質管理推進委員会
「自律的化学物質管理推進委員会」は、事業場が化学物質の自律的管理を進めていく
上で、事業者等からの依頼を受けて化学物質管理専門家等が適切に助言指導を行うのに
必要な資質向上のための情報交換や、その他必要な事項を協議する。
委員長には副支部長が、委員には副支部長が委嘱した者が、就くものとする。
委員の任期は2年とし、再委嘱を妨げないものとする。
4.　事務局
　　　事務局長は事務責任者を務める。

　　　事務責任者の下に総務部、広報部、会計部をおき、各々次の業務を執行するものとする。

4.1 事務責任者
(1)　埼玉労働局(以下「労働局」という。) との連絡調整に関する事項

　①　労働局との情報交換に関すること。

　②　労働局からの指導等の対応に関すること。 (災防計画及び特別安全・衛生管理指導を含む。)

　③　労働局への要望に関すること。

(2)　関係機関との連携事務に関する事項

1 安全衛生関係団体との連絡に関すること。

2 その他外部機関(プレス等)との連絡に関すること。

4.2総務部
(1)　総会関係

　①　総会の準備及び招集その他一般事務

(2)　幹事会関係

　①　幹事会の準備及び招集その他一般事務

　②　議事録の作成及び配付

 (3)　支部事業関係

　①　支部事業報告のまとめ

　②　支部事業計画のまとめ

(4)　入会者及び退会者の管理

　①　事業部会への入会者（以下「入会者」という。）の勧誘及び事務手続き

　②　入会者オリエンテーション

　③　事業部会の退会者管理（本部退会者も含む）

　④　支部会員名簿管理及び会員名簿の発行

(5)　支部運営ルール関係

　①　支部規約、規程等に関する事務

　②　新たに必要が生じたルールの制定に関する事務

 (6)　帳票類関係

　①　契約書等の保管及び維持

　②　規約、規程類等の保管及び維持

(7)　本部連絡関係

　①　本部との連絡事務

2 他の支部との連絡事務

(8)　事務所の管理関係

　①通信機器、事務機器、什器類等の管理
3 事務所消耗品の管理

4.3　広報部
(1)　会報関係

　①　支部会報の発行に関すること。

　②　本部会報の周知に関すること。

(2)　宣伝、広告関係

　①　宣伝、広告の実施に関すること。

　②　支部パンフレット等の作成に関すること。

(3)　ホームページ関係

1 ホームページの維持管理に関すること。

4.4　会計部
(1)　支部収入金管理に関する事項

　①　支部交付金

　②　会費収入(請求事務を含む。)

　③　事業収入(請求事務を含む。)

　④　雑収入

(2)　支出金管理に関する事項

　①　支部経費支払い

3 事業部会経費支払い

4 光熱費、事務所家賃管理等
(3)　支部預貯金管理に関する事項

(4)　その他会計事務に関する事項

5.　事業部会

　　　

5.1　企画部
　(1)　プロジェクト関係に関する事項(小集団研究会含む)

　　①　基本計画の策定及び調整に関すること。

　　②　進捗状況の管理に関すること。

　(2)　 労働安全衛生コンサルタント制度推進月間、安全・衛生週間準備月間、埼玉産業安全
衛生大会等に係る活動に関する事項

　　①　活動計画、活動方法、実施等に関する企画に関すること。

　　②　活動状況の評価に関すること。

　(3)　業務開拓関係に関する事項

　　①　資料、冊子類の作成に関すること。

　　②　業務開拓のための調査、活動に関すること。

5.2　業務部
　(1)　厚生労働省委託業務関係に関する事項

　　①　診断員の届出に関すること。

　　②　説明会の開催に関すること。

　　③　診断員の割り当てに関すること。

　　④　診断経過の確認と対応に関すること。

　　⑤　「特別安全衛生診断事業委員会」の関係資料の作成、その他一般事務に関すること。

　(2)　安特・衛特関係

　　①　労働局の説明会の内容周知に関すること。(事務局と共に行う。)

　　②　監督署及び指導事業場への対応に関すること。

　　③　活動経過の確認と対応に関すること。

　(3)　安全衛生相談センター関係

1 事務所当番の決定、相談内容の整理・報告、支部紹介案件、紹介料の算出等に関すること。

2 事務所当番者への謝金の支払業務に関すること。

5.3　研修部
　(1)　研修会の企画とその推進に関する事項

　(2)　「生涯研修」の普及とその実績に関する事項

　(3)　関連図書の購入とその管理に関する事項

　

6.　委嘱した者の氏名の表示と周知

　　　　　本規程の定めるところに基づき委嘱した者については、その氏名を会員に周知するものとする。

７．改廃の手続き

　　本規程の改正及び廃止は、幹事事会の議を経て支部長が行う。

附則　

　　１．第3項（支部委員会）の(3)、(4)の各委員会の設置期間は、成果の有無に関係なく、平成18年度のみとする。

制定　平成15年5月15日

改定　平成16年5月15日

改定　平成18年6月11日


改定　平成30年12月15日
改定　令和6年　　月　　日
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